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ベネズエラ経済（２０１２年８月）

１ 経済概要

（１）政府の各種政策・統計

●野村證券は，ベネズエラの今年年末から来年の年初における通貨切り下げ，右による来年の

ＧＤＰ成長率（１％）及びインフレ率（３２％）等，当国経済の予測を発表した。

●ベネズエラ自動車商工会（ＣＡＶＥＮＥＺ）によると、２０１２年１月～７月の自動車販売

高は，昨年同期比１６．８％増となる７万８，６５１台であった。

●投資紛争解決国際センター（ＩＣＳＩＤ）においてベネズエラが提訴される仲裁案件数が，

係争案件保有国中最多の２６件となった。

●メネンデス産業大臣は，今年末までにララ州のＡＬＥＮＴＵＹ社が，ブラジルへの輸出を目

的とした５００万個のアルミ製容器を製造する発表した。

●ベネズエラ石油公社（ＰＤＶＳＡ）によると，ＰＤＶＳＡによる社会ミッション向けの支出

額は，この９年半で３２２億ドルに達し，２０１２年の上半期のみでも１５億ドルに達する

ことが明らかになった。

●当期ＧＤＰ成長率は昨年同期比５．４％となり，２０１１年第４四半期から７期連続の高成

長を記録した。石油部門は同１．０％，非石油部門は同５．７％となった。

●当期の国際収支は１１億３,７００万ドルの黒字，経常収支は３５億２，６００万ドルの黒字，

資本収支は１２億４,４００万ドルの赤字，当期の輸出額は２３７億１，９００万ドル，輸入

額は１３５億７，０００万ドル，貿易収支は１０１億４，９００万ドルの黒字であった。

●世界銀行が実施した２０１２年ビジネス環境ランキング（ＤＯＩＮＧ ＢＵＳＩＮＥＳＳ２

０１２）によると，当国は調査対象１８３カ国中ハイチ（１７４位）よりも低い１７７位だっ

た。

特に，投資・会社設立に関する法環境は最下位であった。

●労働者団体のＣＥＮＤＡによると，７月の基礎食糧バスケット価格は，先月比０．８％増と

なる３，６８５．３０ボリバルであった。

●２７日，チャベス大統領は閣議において中国・ベネズエラ二国間基金への６０億ドルの積み

増しが実施された旨発表した。

（２） 財政

●ベネズエラ中央銀行（ＢＣＶ）によると，昨年１２月から今年上半期までで，政府の対外債

務額（外貨建て債務額）は，１．２％減となる９５６億３，４００万ドルとなった一方，同期

間における対内債務額（ボリバル建て債務額）は，１９．８％増となる１，８４５億６，３０

０万ボリバル（約４２９億ドル）となった。

（３）石油・天然ガス産業

●ＰＤＶＳＡは，南米で最もシェールガスの埋蔵量を有する，亜におけるシェールガス田開発

を亜のＹＰＦと共同で実施する旨発表した。

●中国の税関当局によると，今年上半期のベネズエラの中国向け石油輸出量が，対中石油輸出

国全２６カ国中６番目となる，日量３２万９００バレルであった。他方，輸出価格はコロンビ

アに次いで２番目に安価であった。
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●エル・ウニベルサル紙は，ラミーレス石油鉱業に対するインタビューを実施し，ベネズエラ

中央銀行と共同で行うインフレ対策，石油政策，中国向け石油輸出と返済スキーム，ガソリン

輸入量に関する同大臣の発言を報じた。

●１５日付け官報を通じ，石油鉱業省（ＭＥＮＰＥＴ）は，準石油メジャーである伊ＥＮＩ及

び西ＲＥＰＳＯＬコンソーシアムが開発を進めてきており，近年では南米で最大級の発見と

なったベネズエラ湾カルドン第４鉱区における天然ガス田の商業化を正式に認可した旨発表し

た。

●ＢＣＶによると，２０１２年上半期におけるＰＤＶＳＡの債務額は，２０１１年末と比し１．

４５％減となる３４５億ドルとなり，この６年間で半年ベースでは初の減少となったが，チャ

ベス政権以前の１９９９年末の７２億ドルとの比較では，３７６．８％の増加となった。

●２０日，チャベス大統領とラミーレス石油鉱業大臣は，ＰＤＶＳＡとグアジャナ開発公社（Ｃ

ＶＧ）との間で締結されたオリノコ・ベルト地帯及びグアジャナ鉱業地帯の共同開発協定にお

いて，ＰＥＴＲＯＰＩＡＲに対するＰＤＶＳＡによる７０％の出資分のうち，少なくとも１０％

をＣＶＧに譲渡する旨発表した。

●ラミーレス石油鉱業大臣は，当国による当面のシリア向け石油輸出の可能性を否定した。な

お２０１０年，当国はシリアに対する日量２万バレルの燃料供給に合意し，当国からシリア向

けに今年５月までに少なくともタンカー３隻分の燃料が輸出された。

●ラミーレス石油鉱業大臣は，ＰＤＶＳＡがインドのＲＥＬＩＡＮＣＥに対する重質油の供給

に合意する予定と述べると共に，長期的な供給量は日量４０万バレルに達する旨予測を述べた。

●米エネルギー省によると，７月の当国による米国向け原油輸出量は，前年同期の日量９８万

４，０００万バレルと比し５．２％減となる日量約９３万２，０００バレルであった。

（４） その他産業

●１８日，当国より７月３１日のメルコスール加盟後初となる，ブラジル及びウルグアイ向け

の１４，０００トンの硫黄，２６２トンのガラス容器及び５５，８６０リットルの農薬が輸出

された。

●オソリオ食糧大臣は，当国の食糧品に占める国産品の割合は１９９８年では５０．６６％，

同輸入品の割合は４９．３４％であったが，現在では同国産品の割合は７０％，同輸入品の割

合は３０％となり，国産品の割合が増加したと述べた。

●国家統計庁（ＩＮＥ）によると，当国における医薬品の輸入元として近年キューバからの輸

入が増加し，同国からの医薬品輸入額が，２００６年は１，０７６万ドルに過ぎなかったとこ

ろ，２０１１年末には２，６１３％増となる２億９，２２４万ドルとなった。

●２０日，チャベス大統領はＣＶＧの子会社で鉄鋼会社のシドールに対し，設備投資等を目的

とした３億２，４００万ドルの交付を決定するとともに，メネンデス産業大臣に対し，同社の

組合と会合を持つよう指示した。

（５）アムアイ製油所ガスタンク爆発事故関連情報

●２５日未明，当国北西部のファルコン州に属しベネズエラ湾を望むパラグアナ半島に所在す

る，当国最大のアムアイ製油所（精製能力日量６４万５，０００バレル）において，ガスタン

クにおけるガス漏れに起因すると思われる爆発が生じ，近隣住民及び国家警備軍（ＧＮ）兵士

を含む４２名が死亡，８０名が負傷した。

●２８日の早朝，ラミーレス石油鉱業大臣は，今般発生したファルコン州パラグアナ半島にお
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けるアムアイ製油所ガスタンク爆発事故に関し，９つのガスタンクのうち出火した３つのガス

タンクが全て鎮火した旨発表した。

２ 経済の主な動き

（１）政府の各種政策・統計

ア 野村證券による経済予測

（ア）当国経済の予測

野村證券は，大統領選挙後の通貨切り下げは不可避であり，５０％（現在の１ドル＝４．３

ボリバルから１ドル＝６．４５ボリバル）の通貨切り下げが実施される場合，２０１３年のイ

ンフレ率は２０１２年（同社予測値）比で１２％増加し，３２％に達するとの見方を示した。

なお，通貨切り下げの時期を今年の１２月又は来年の１月と予測した。

他方ＧＤＰについては，２０１２年は政府ミッション向けの公共支出の増加などにより，６％

のプラス成長が見込めるものの，２０１３年は通貨切り下げにより１％のプラス成長に留まる

との見方を示した。

（イ）ＰＤＶＳＡの財務状況

野村證券ＮＹのボリス・セグラ氏は，ベネズエラ石油公社（ＰＤＶＳＡ）は，原油価格が低

調で，かつ政府から国庫への拠出を求める圧力が恒常的にかかる中，２０１７年までに４０億

ドルから７０億ドルの社債返済を控えているとし，ＰＤＶＳＡは債務の支払いのため新たな社

債発行の必要に迫られていると述べ，今年第３四半期に新たに３０億ドルの社債発行を行う旨

予測した。なおＰＤＶＳＡは今年初めに３０億ドルの社債発行を９．７５％の利子付きで，既

に実施済みである。

ＰＤＶＳＡは２０１１年に政府に対し約５００億ドルを拠出した一方，同年末時点で同社の

債務額は３４８億９，２００万ドルに達した。右に加え，今年は日本の金融機関から１０億ド

ルの融資を取り付け，米シェブロンから２０億ドルの融資を受けることに合意した。

（２日付 エル・ウニベルサル紙，エル・ナシオナル紙）

イ ２０１２年１月～７月の自動車販売高

ベネズエラ自動車商工会（ＣＡＶＥＮＥＺ）によると、２０１２年１月～７月の自動車販売

高は，昨年同期比１６．８％増となる７万８，６５１台であった。そのうち，国産車は１３．

１％増，輸入車は４０．７％増の販売高であった。

他方，ＴＯＲＲＥＳ在ベネズエラ・エクアドル大使は，７日，カラボボ州のプエルト・カベー

ジョ港にエクアドルから，ＳＵＣＲＥを利用して２，９５５台の自動車が輸入された旨，当地

国営テレビ番組において発表した。

（８日付 エル・ウニベルサル紙）

ウ 投資紛争解決国際センターにおいて当国が提訴される仲裁案件数

投資紛争解決国際センター（ＩＣＳＩＤ）においてベネズエラが提訴されている仲裁案件は，

ベネズエラが同センターを脱退してからこの１５日間でアルゼンチンの２５件を超え，現在最

多の２６件となった。

ベネズエラ及びアルゼンチンに次いで，エジプトの８件，ペルーの７件，トルクメニスタン
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の６件と続き，他４８カ国がそれぞれ１～５件の仲裁案件を抱えている。

現在審議中の１４９案件のうち，ラテンアメリカ諸国の案件が４９％を占め，その多く（う

ち約７割）がベネズエラとアルゼンチンにより占められている。

（８日付 エル・ナシオナル紙）

エ ブラジル向けアルミ製容器の輸出計画

メネンデス産業大臣は，今年末までにララ州のＡＬＥＮＴＵＹ社が，ブラジルへの輸出を目

的とした５００万個のアルミ製容器を製造する発表した。また，既に受注済みの３６万個は準

備ができていると共に，２０１３年には１，０００万個の受注を目指し交渉中であると述べた。

なお，ＡＬＥＮＴＵＹ社は，政府により２０１０年に国有化された企業である。

（１１日付 エル・ナシオナル紙）

オ ＰＤＶＳＡによる社会ミッション向け支出額

ＰＤＶＳＡによると，ＰＤＶＳＡによる社会ミッション向けの支出額は，この９年半で３２

２億ドルに達し，２０１２年の上半期のみでも１５億ドルに達することが明らかになった。

分野別の支出額は多い順に，住宅事業向けが８０億ドル，医療事業向けが６３億ドル，省エ

ネ事業（節電照明への切り替え）向けが５７億ドル，食糧事業向けが４４億ドル，教育事業向

けが２９億ドル，農業事業向けが１１億ドル，児童手当及び老人への手当に対し１１億ドル，

水利事業向けが９億８，４００万ドル，カラカス中心部再開発事業向けが３億５，５００万ド

ル，雇用創出事業向けが２億８，３００万ドル，長雨対策事業向けが２億７，２００万ドル等

であった。

（１７日付 エル・ウニベルサル紙）

カ ２０１２年第２四半期のＧＤＰ成長率

当期ＧＤＰ成長率は昨年同期比５．４％となり，２０１１年第４四半期から７期連続の高成

長を記録した。

石油部門は１．０％と，第１四半期の２．２％より減速した。なお，当期のベネズエラ石油

バスケット価格は，第１四半期の１バレル平均１１２ドルを下回る同１０３ドルで推移した。

他方，非石油部門においては，金融・保険（３４．４％），建設（１７．６％），商業（９．

８％），運輸（８．２％），通信（７．５％）における高い成長を反映し，５．７％となった。

なお，建設業は第１四半期に記録した２９．６％と比べ，若干成長率は鈍化した。

特にＧＤＰに占める割合が１６％と最も大きい製造業は，０．４％の成長に留まった。特に，

アルミ・鉄鋼部門は▲３７．６％のマイナス成長を記録するなど，特に悪化が著しく，アルミ

の生産量は昨年末比で２９．５２％減，鉄鋼の生産量は同２５．７３％減となった。他方，セ

メント及び鉄筋の生産量は，それぞれ９％，１７．５８％増となった。また，ＧＤＰに占める

割合は０．５％に過ぎないが，非石油産品輸出の主力商品であるボーキサイト・鉄鉱が属する

鉱業は，労働争議により▲４．５％のマイナス成長を記録しており，ガイアナ地域における金

属関連鉱業・製造業の一連の生産停滞が，経済成長の足かせとなっている。

なお，チャベス大統領は鉄鋼会社のシドール向けに生産向上を目的とした３億２，４００万

ドルの支援を決定した他，失効後2年間更新されていないグアジャナ開発公社（ＣＶＧ）の集団
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雇用契約締結に関する交渉を，同社組合と行うよう関係閣僚に指示し，事態の改善に向けた措

置を開始した。

（１７日付 ベネズエラ中央銀行ホーム－ページ）

キ ２０１２年第２四半期の国際収支

当期の経常収支は昨年同期の７５億６，６００万ドルに比し５３．４％減となる３５億２，

６００万ドルの黒字となった。貿易収支は，昨年同期の１２６億４，７００万ドルに比し１９．

７％減となる１０１億４，９００万ドルの黒字となった。当期の輸出額は昨年同期の２５０億

８，８００万ドルに比し５．４％減となる２３７億１，９００万ドルとなった。

輸出額の減少は，ベネズエラ石油バスケット価格が昨年同期比で３．３％減少したことや，

非石油産品輸出が，昨年同期比で公的部門（８．７％減），民間部門（１３．７％減）共に減

少したことが挙げられる。

輸入額は同１２４億４，１００万ドルに比し９．１％増となる１３５億７，０００万ドルと

なった。なお輸入額の増加は，昨年同期比で民間部門（２９．７％増），公的部門（１５．２％

減）と，部門により異なる結果となった。

他方，当期の資本収支は，昨年同期の５４億２，０００万ドルの赤字に比し４１億７，６０

０万ドル赤字が減少し１２億４，４００万ドルの赤字であった。

特にその他投資は，昨年同期の１０２億３，２００万ドルの赤字から２６億６，４００万ド

ルへ赤字額を大きく減少させたが，これは，９０億５，５００万ドルを，国家開発基金（ＦＯ

ＮＤＥＮ）等の政府が保有する基金から社会開発に支出したことが主たる要因であった。

（１７日付 ベネズエラ中央銀行ホーム－ページ）

ク ２０１２年ビジネス環境ランキング

世界銀行が実施した２０１２年ビジネス環境ランキング（ＤＯＩＮＧ ＢＵＳＩＮＥＳＳ２

０１２）によると，当国は調査対象１８３カ国中ハイチ（１７４位）よりも低い１７７位だっ

た。

特に，投資・会社設立に関する法環境は最下位であった。

なお，ラ米地域における上位３カ国は，チリ３９位，ペルー４１位，コロンビア４２位であっ

た。

（２３日付 ウルティマス・ノティシアス紙）

ケ ＣＥＮＤＡによる基礎食糧バスケット価格

労働者団体のＣＥＮＤＡによると，７月の基礎食糧バスケット価格は，先月比０．８％増と

なる３，６８５．３０ボリバルであった。

先月比で若干の増加となった要因として，果物，葉野菜の収穫時期にあたり，これら産品の

価格が先月比で２．８％下落したためとされる。一方，その他の野菜，根菜，魚，穀物，肉，

乳製品，鶏卵は値上がりした。なお，油，砂糖，食料製品，清涼飲料の価格は先月と変わらな

かった。

基礎食糧バスケット価格は，今年１月から７月の間に９．１％増，この１年間では２２．２％

上昇した。この結果，ＣＥＮＤＡによれば現在食品バスケット価格は，基礎賃金の２か月相当

分となっている。

（２１日付 エル・ウニベルサル紙）
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コ 中国・ベネズエラ二国間基金への６０億ドルの積み増し

２７日，閣議においてチャベス大統領は，中国・ベネズエラ二国間基金への６０億ドルの積

み増し（中国側４０億ドル，ベネズエラ側２０億ドル）が既に実施され，各種社会開発事業へ

の支出が開始された旨発表した。なお，今般の基金への積み増しは今年２月に二国間の合意が

締結され，３月には両国政府の承認が成された。

同基金は道路の改修やミランダ州，アラグア州，グアリコ州を通過する鉄道事業の他，農業，

環境，技術，工業，電力，石油，鉱業，住宅，運輸及び通信等の１６５事業に対し投じられて

いる。二国間基金は２００８年に第１基金（ＦＯＮＤ ＰＥＳＡＤＯ１）が中国４０億ドル，

ベネズエラ２０億ドルの拠出により積み立てられ，２０１１年にベネズエラは中国へ完済した

が，同年６月には新たに４０億ドルが中国から積み増しされ，現在ベネズエラは返済中である。

他方，２００９年には第２基金（ＦＯＮＤ ＰＥＳＡＤＯ２）が，ＦＯＮＤ ＰＤＥＳＡＤ

Ｏ１と同様の仕組みで６０億ドル積み立てられ，２０１２年２月にベネズエラは中国へ完済し

た。

他方，上記第１及び第２基金に加え，２０１０年には２００億ドル規模の中国からベネズエ

ラへの融資（ＦＯＮＤＯ ＤＥ ＧＲＡＮ ＶＯＬＵＭＥＮ）が，１０年間の返済期間で締結

された。なお，現在上記融資の返済のため，中国に対し日量２６万４，０００バレルの原油が

輸出されている。

（２９日付 エル・ウニベルサル紙）

（２）財政

ア 政府の債務額

ＢＣＶによると，昨年１２月から今年上半期までで，政府の対外債務額（外貨建て債務額）

は，１．２％減となる９５６億３，４００万ドルとなった一方，同期間における対内債務額（ボ

リバル建て債務額）は，１９．８％増となる１，８４５億６，３００万ボリバル（約４２９億

ドル）となった。なお，右数字には国家開発基金（ＦＯＮＤＥＮ），ＰＤＶＳＡ等の他の政府

機関による債券等の債務は含まれておらず，それら政府機関による債務額は，３６２億４，９

００万ボリバルとなった。

他方，民間調査機関のエコアナリティカは，国有化に伴う未払い補償金や中国からの借り入

れ，国債，ＰＤＶＳＡの社債及び未払い金等，ベネズエラが抱えるすべての債務額が，２０１

２年末に２０１１年末比で２５％増，ＧＤＰの５６．３％を占める，１，９６９億１，６００

万ドルに達するとの推計を発表した。加えて，政府支出を国債等の債券の発行によりまかなう

額は，ＧＤＰの１５．１％に達するとしており，右債務額は管理可能な範囲に収まっているも

のの，石油価格が１バレル１０５ドルと高価格で推移する状況下，急激な債務額の上昇が懸念

されるとコメントしている。

（２１日付 エル・ウニベルサル紙）

（３）石油・天然ガス産業

ア ＰＤＶＳＡの亜シェールガス田開発への参入等

（ア）ＰＤＶＳＡによる亜シェールガス田開発への参入

客月３１日，ベネズエラのメルコスールへの加盟と併せ，チャベス大統領と亜のキルチネル

大統領は，ＰＤＶＳＡとＹＰＦとの新たな戦略的アライアンス合意に署名した。右はＰＤＶＳ
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Ａが，南米で最も多い７７４兆フィートのシェールガス埋蔵量を有する亜領内における，シェー

ルガス及びシェールオイルの開発及び探鉱に参加する内容を含んでおり，今週，ＰＤＶＳＡは

亜のバカ・ムエルタ・シェールガス田開発に関する会議を亜のＹＰＦと既に実施している。

ベネズエラの既存の天然ガス消費量は２００９年で年間０．７１兆立法フィート，生産量は

年間０．６５兆立法フィートであるのに対し，亜の天然ガス消費量は，自動車等の製造業が盛

んなことからベネズエラを４６％上回る年間１．５２兆立方フィートである。他方亜の既存の

天然ガス埋蔵量は１３．４兆立方フィートであり，現状のままでは１０年足らずで埋蔵量を消

費してしまう状況となることから，シェールガス，シェールオイルは亜にとり，間もなく基幹

的なエネルギー資源になると見られる。

南米におけるシェールガス埋蔵量において，亜は２位の伯が有する２２６兆立方フィートの

３倍を有しており，米エネルギー情報局は，亜をシェールガスの埋蔵量が２００兆立法フィー

トを超える，米国，カナダ，メキシコ，中国，オーストラリア，リビア，伯と並び称すと共に，

亜がガス生産，国内輸送，輸出インフラを既に保有しているのは優位な点であるとしている。

ただ，シェールガス及びシェールオイルの開発は，高い生産コストと資源回収時の環境に対

する影響といった課題に直面している。

（イ）ＹＰＦによるオリノコ・ベルト地帯，アヤクチョ第６鉱区への参入

１日，亜企画大臣は，ＹＰＦとＰＤＶＳＡが，オリノコ・ベルト地帯アヤクチョ第６鉱区に

おける石油開発事業に合弁で取り組むこと及びＰＤＶＳＡの石油化学及び技術移転における協

力拡大に合意した旨発表した。

２０１１年末の段階で，同鉱区は日量約１０万バレルの重質油の生産が計画されており，ナ

フサ等の軽質油との混合により，ＡＰＩ度で１６～２２度の合成原油を生産することを目標と

している（注：ＡＰＩ度とは米石油協会が定める原油の比重を表す単位で，１６～２２度は比

較的重質の部類に該当する。ベネズエラの超重質油は１０度前後で比重が最も重い部類の原油

である）。

（３日付 エル・ウニベルサル紙）

イ 中国向け石油輸出量

中国の税関当局の発表によると，今年上半期のベネズエラの中国向け石油輸出量は，対中石

油輸出国全２６カ国中第６番目，前年同期比５３．５８％増となる日量３２万９００バレルで

あった。

右輸出価格は同じ時期のベネズエラ石油バスケット価格（注）に比し７．１４％安い１バレ

ル９９．６７ドルで，ベネズエラは，中国向けに輸出を行う２６カ国のうち，コロンビアに次

いで安価な価格で石油を輸出した（注：ベネズエラ産原油及び石油製品の平均価格で，原油の

みの価格より高い）。

輸出価格が安価な理由として，ベネズエラ産原油の性状が，重質及び超重質又は改質原油で

あるため比重が軽い中東産の原油に比し安価なことや，中国側が負担する輸送コストが相対的

に高いため，価格を割り引いていることが挙げられる。

他方ベネズエラ石油公社（ＰＤＶＳＡ）は，現在のベネズエラから中国向けの石油輸出量は
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日量６４万バレル，２０１１年の営業報告によると日量４１万５，０００バレルを輸出した旨

発表しており，今般の中国の税関当局が行った発表と食い違っている。

（１３日付 エル・ナシオナル紙）

ウ ラミーレス石油鉱業大臣へのインタビュー

（ア）ベネズエラ中央銀行と共同で行うインフレ対策

新たな外貨政策により，ＰＤＶＳＡが石油輸出で獲得した外貨のうち５％までを外貨建て債

券取引システム（ＳＩＴＭＥ）を通じ売却できることになったが，これはベネズエラ中央銀行

（ＢＣＶ）と協議の上実施したものである。

ＰＤＶＳＡは社債の発行やＳＩＴＭＥを通じた外貨供給管理に関し，ＢＣＶと常に協調して

行っており，インフレ率を目標値より低くすることに成功した。

（イ）適正な石油価格

石油消費国が１バレルの石油に１４０ドルや２００ドルも払えないことは理解している。１

バレル９０ドルから１１０ドルの価格バンド制の導入を検討しているが，平均となる１バレル

１００ドルであれば，消費国及び生産国の双方が合意に達せられる水準と理解している。

（ウ）野党及び過去の政権と現政権の石油政策の違い

右派の大統領候補（カプリレス候補と思われる）は，現政権が石油を友好国に供与している

旨批判するが，ベネズエラ政府及びＰＤＶＳＡは安価な値段での石油輸出は行っていない。む

しろ，チャベス政権以前はエクソンやコノコ・フィリップス等に税金をほとんど課さず，石油

を供与していた。

ペトロカリブ協定に関しても，ベネズエラは加盟国に対し国際価格で売却している。ただ，

日量１，５００バレルしか消費しないドミニカ国などの小国に対しては，豆などの農産品によ

る返済を認めている。

他方，ウルグアイの場合などは，４０億ドルの石油輸出に対し既に３２億ドルを返済済みで

あり，現在残りの８億２，０００万ドルの返済についても合意に達している。

（エ）中国向け石油輸出と返済スキーム

中国は世界第２位の経済大国であり，世界中が中国に石油を売りたがっており，ベネズエラ

が中国に石油を輸出しない理由はない。現在ベネズエラは中国向けに日量６４万バレルを輸出

しており，オリノコ・ベルト地帯において，ＰＤＶＳＡは中国国営石油公社（ＣＮＰＣ）と日

量１００万バレルの生産を目指している他，２００万バレル級のタンカーによる輸送計画を有

すると共に，両政府はベネズエラ産原油用の製油所を中国に建設中である。

他方，中国向け石油輸出の支払いスキームについては当初の合意価格の３倍に相当する市場

価格で売却しているため満足している。

（オ）ガソリン輸入

国内市場に供給するためのガソリンや軽油は輸入していない。輸入しているのは国内で生産

しておらず，調達が必要な製品のみである。例えば米国からはＭＴＢＥ（注：ガソリン添加剤

で燃焼効率を上げる効果がある）を輸入している。また，自給率を上げるためホセ・石油コン

ビナートにおけるＭＴＢＥの生産を増やしている。
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（なお，エル・ウニベルサル紙は，米エネルギー省の発表として，ベネズエラは２０１１年に

日量５６万９，０００バレル消費される国内石油製品のうち，１１．３％を輸入したとしてい

る。）

（１５日付 エル・ウニベルサル紙）

エ 石油鉱業省による天然ガス田カルドン第４鉱区の商業化の正式認可

１５日付官報において，ＭＥＮＰＥＴは，準石油メジャーである伊ＥＮＩ及び西ＲＥＰＳＯ

Ｌコンソーシアムが探鉱・開発を進める，ベネズエラ湾カルドン第４鉱区における天然ガス田

の商業化を正式に認可した。

ＰＤＶＳＡによると，２０１３年の第４四半期には日量３億立方フィート（原油換算で約日

量５万バレル），２０１９年には日量１２億立方フィート（原油換算で約日量２０万バレル）

が供給される予定である。同ガス田の確認埋蔵量は，天然ガスが９兆５，１００万立方フィー

ト（原油換算で約１６億バレル），コンデンセート（注：天然ガスに随伴する軽質原油）が１

億８，２００万バレルである。

なお，探鉱段階である現在は伊ＥＮＩと西ＲＥＰＳＯＬが５０％ずつ権益を保有しているが，

開発段階からＰＤＶＳＡは両社より３５％の権益の移転を受ける。

（１７日付 エル・ウニベルサル紙）

オ ＰＤＶＳＡの債務額

ＢＣＶによると，２０１２年上半期におけるＰＤＶＳＡの債務額は，２０１１年末と比し１．

４５％減となる３４５億ドルとなり，この６年間で半年ベースでは初の減少となったが，チャ

ベス政権以前の１９９９年末の７２億ドルとの比較では，３７６．８％の増加となった。

特に社債の発行額が債務額全体の５７．９％を占める２００億ドルに達しており，２０１２年

６月と１９９８年６月との比較では３９８％増加している。

社債の増加は２００７年より顕著となり，同年に社債発行額は９億１００万ドルから５２億

ドルへ増加し，２０１０年に同１０２億ドル，２０１１年には同１８２億ドルに達した。

他方，請負業に対する債務額の支払いが進んでおり，２０１２年上半期では請負業者に対す

る債務額は２０１１年末に比し６４．３％減となる５億９，３００万ドルであった。これは２

年前の累積債務額（５１億ドル）に比し８８．３％減となっており，請負業者に対する債務支

払いは改善した一方，社債の発行に資金を依存している傾向が伺える。

加えて，外国金融機関に対する債務額は，２０１１年末に比し１１．３％減となる４８億ド

ルであった。ただしこの金額はチャベス政権以前の１９９９年における１６億ドルの債務と比

し３倍増加したことを意味している。

（２１日付 エル・ナシオナル紙）

カ ＣＶＧへのＰＤＶＳＡ石油権益の譲渡

２０日，チャベス大統領とラミーレス石油鉱業大臣は，ＰＤＶＳＡとＣＶＧとの間で締結さ

れたオリノコ・ベルト地帯及びグアジャナ鉱業地帯の共同開発協定において，ＰＥＴＲＯＰＩ

ＡＲに対するＰＤＶＳＡによる７０％の出資分のうち，少なくとも１０％をＣＶＧに譲渡する

旨が含まれる旨発表した（米シェブロンは３０％を出資）。
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また同大統領は，ＰＤＶＳＡがオリノコ・ベルト地帯で進める開発向けに，ＣＶＧ傘下の鉄

鋼会社であるＳＩＤＯＲより，製品が供給されると述べた。

ＰＥＴＲＯＰＩＡＲは，オリノコ・ベルト地帯において現在日量１５万バレルの重質油の生

産を行っている。

他方，政府は今年２月に中国から代表団が訪れた際，中国の投資会社であるＣＩＴＩＣに対

し，ＰＤＶＳＡが保有するＰＥＴＲＯＰＩＡＲの株式のうち１０％をＣＩＴＩＣへ売却する旨

合意したが，売却は実現していない。

（２２日付 エル・ウニベルサル紙）

キ シリア向け石油輸出

ラミーレス石油鉱業大臣は，当国による当面のシリア向け石油輸出の可能性を否定した。２

０１０年，当国はシリアに対する日量２万バレルの燃料供給に合意し，当国からシリア向けに

今年５月までに少なくともタンカー３隻分の燃料が輸出された。

他方で同大臣は，シリアの工業都市であるＨＯＭＳのＡＬ ＦＵＲＱＬＵＳ製油所建設計画

について，既に基礎設計が終了したと語った。内戦によりＨＯＭＳは混乱しているが，同大臣

はシリア及びイラン政府との開発計画は進捗しており，同製油所に当国の技術が採用されるこ

とを期待していると述べた。

この他，同大臣はＰＤＶＳＡの海外における石油精製所建設計画として，エクアドル政府と

の共同事業であるＰＡＣＩＦＩＣＯ ＥＬＯＹ ＡＬＦＡＲＯ ＤＥＬＧＡＤＯ製油所建設計

画に関し，同製油所はオリノコ・ベルト地帯から産出される原油を受け入れると共に，中国向

けに輸出先する計画で，今後中国のＳＩＮＯＰＥＣが第３の出資者となる可能性が高い旨明ら

かにした。

（１９日付 エル・ウニベルサル紙）

ク ＰＤＶＳＡによるインド向け石油輸出

ラミーレス石油鉱業大臣は，ＰＤＶＳＡがインドのＲＥＬＩＡＮＣＥに対する重質油の供給

に合意する予定と述べると共に，長期的な供給量は日量４０万バレルに達する旨予測を述べた。

２０１１年，当国はインドに対し日量１６万５，０００バレルの原油及び日量１，０００バ

レルの石油製品を輸出した。なお原油輸出量は２０１０年の輸出量である日量２０万４，００

０バレルから１８．６％減であった。

ＰＤＶＳＡは，インドを今後の主要輸出先の一つとしており，同大臣によると，インドは日

量５００万バレルの石油精製が可能で，そのうち７０万バレルは重質油に対応できる。

当国の石油生産量は，ここ３年間で日量３００万バレル前後と停滞しているが，主要取引先

への石油輸出量も変化し，中国への輸出が増える一方，米国向けの輸出が減少している。

同大臣は，米国との取引量は急激に落ち込んでいるわけではなく，恒常的に日量１３０万バ

レル近くを輸出していると説明した。

同大臣は，米国の主要な石油輸入４カ国は，カナダ，メキシコ，サウジアラビア及び当国で

あり，当国は他の市場開拓に努めているものの，対米石油輸出を中止する計画はないと述べた。

米エネルギー省によると，７月の当国の米国向け原油輸出量は，前年同期の日量９８万４，

０００万バレルと比し５．２％減となる日量約９３万２，０００バレルであった。

ただし今般の輸出量は，輸出量が大きく落ち込んだ６月の日量７９万３，０００バレルとの

比較では１７．５％増となる日量１３万９，０００バレル増加しており，輸出量に回復が見ら

れる。

米国は，未だＰＤＶＳＡにとって最大の取引先であるが，中国への輸出量が増加しているこ

とから，中期的には中国が最大の取引先になると見られる。

（２０日及び２１日付 エル・ウニベルサル紙）
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ケ オリノコ・ベルト地帯において産出される石油コークスの製鉄分野向けの利用

ＰＤＶＳＡは，石油精製過程で産出される石油コークスを製鉄及び発電に再利用するため，

プラントの建設を計画している。

ラミーレス石油鉱業大臣は，ＰＤＶＳＡが１年間に産出する石油コークス６５０万トンの一

部を使い，主な取引先となるＣＶＧと共に石油コークス処理施設を建設すると述べた。また，

伯は当国が産出するコークスとほぼ同量を必要としているとし，今後石油コークスの輸出も検

討したいと述べた。加えて同大臣は，石油コークスを火力発電所の燃料にする計画に関し，既

に中国，韓国及び日本（三菱商事）と合意している旨述べると共に，石油コークスによる肥料

の製造計画がある旨述べた。なお，これらの計画はトルコ及び伊と合意した，住宅建設と石油

コークスのバーター取引と平行して進められている。

（２０日付 エル・ウニベルサル紙）

（４） その他産業

ア ブラジル及びウルグアイ向けの農薬等の輸出

１８日，当国より７月３１日のメルコスール加盟後初となる，ブラジル及びウルグアイ向け

の１４，０００トンの硫黄，２６２トンのガラス容器及び５５，８６０リットルの農薬が輸出

された。

ムヒカ・ウルグアイ大統領は，今般の輸出品に対し米での返済を予定していると述べた。他

方，メネンデス産業大臣は今般の輸出は当国からメルコスール加盟国向けに予定される輸出の

始まりに過ぎないとし，今後月あたりで４０万トンのメルコスール加盟国向けの輸出が見込ま

れると述べた。

（１９日付 エル・ウニベルサル紙）

イ 当国の食糧品にしめる輸入品の割合

オソリオ食糧大臣は，１９９８年における当国の食糧品にしめる国産品の割合は５０．６６％

にとどまり，同輸入品の割合は４９．３４％であったが，現在では当国の食糧品にしめる国産

品の割合は７０％，同輸入品の割合は３０％となり，国産品の割合が増加したと述べると共に，

国民一人あたりの１日の動物性タンパク質の消費量は，１９９９年が２７．１グラムであった

ところ，７５％増となる同４７．６グラムへ増加したと述べ，現政権による成果を強調した。

他方，ＢＣＶによると，第２四半期の食糧・非アルコール生産分野のＧＤＰ成長率はマイナ

ス９．４％と低調であり，同分野のＧＤＰ成長率は５四半期連続のマイナス成長となっており，

同分野の低迷が懸念されている。

また，高等研究所（ＩＥＳＡ）のアジソン教授は，２００９年より国民一人あたりの農業生

産高が減少していると述べている。

同教授によると，国民一人当たりの農業生産高は，チャベス政権初期の２００１年は８６１

Ｋｇ，２００８年は８３８Ｋｇ，２００９年が６５８Ｋｇ，２０１０年が６１５ｋｇ，２０１

１年は５８１．７ｋｇであり，２００１年から２０１１年を比較すると３２％減少している。

国民一人当たりの農業生産高の減少は輸出の増加と呼応しており，ＩＮＥによると農産品の

輸入高は２００１年から２０１１年で２３％の増加を記録した。

（２０日付 エル・ウニベルサル紙，２１日付 ウルティマス・ノティシアス紙）

ウ キューバからの医薬品の輸入額
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ＩＮＥによると，当国における医薬品の輸入元としてドイツ，スイス，アルゼンチン，ウル

グアイ，ブラジル，米国が代表的な輸入元であったが，近年はキューバからの輸入が増加し，

２００６年は同国からの輸入額は１，０７６万ドルに過ぎなかったところ，２０１１年末には

２，６１３％増となる，２億９，２２４万ドルとなった。なお，ドイツは同期間で２０４％増，

スイスは同１２８％贈，米国は同１５３％増，ブラジルは２０１％増であり，キューバの増加

率が際立っている。

２０１２年はキューバからの医薬品輸入額が特に多く，キューバからの年初から現在までの

輸入額は米国の１億５，６６０万ドルに次ぐ，１億２，６３９万ドルとなった。なお，この額

はスイスからの輸入額の約３倍，ブラジルからの輸入額と比し４０％多い額であった。

（２０日付 エル・ウニベルサル紙）

エ シドール向けの３億２，４００万ドルの補助金交付

２０日，チャベス大統領はＣＶＧの子会社で鉄鋼会社のシドールに対し，設備投資等を目的

とした３億２，４００万ドルの交付を決定するとともに，メネンデス産業大臣に対し，同社の

組合と会合を持つよう指示した。

なおＣＶＧの労働者は，既に失効している集団雇用契約の改定を求めてストライキを行って

いた。

（２１日付 エル・ナシオナル紙）

（５）アムアイ製油所ガスタンク爆発事故関連情報

ア ガスタンクの火災発生と鎮火

２５日未明の１時１１分，当国北西部のファルコン州パラグアナ半島に所在する，当国最大

のアムアイ製油所において，ガスタンクにおけるガス漏れに起因すると思われる爆発が発生し

た。 今般の事故による死亡者数は，２７日のモンティージャ・ファルコン州知事の発表では

４８名，ディアス検察長官の発表では４１名となっており，死亡者数の相違に関しては現在政

府内で調査中の模様である。他方ハウア副大統領によると，今般の爆発により近隣の２０９世

帯及び１１の商店も損壊等の影響を受けた。

他方２８日の早朝，ラミーレス石油鉱業大臣は，今般発生したファルコン州パラグアナ半島

におけるアムアイ製油所ガスタンク爆発事故に関し，２５日未明にガス漏れにより爆発した２

つのガスタンクが鎮火し，加えて２７日午後に新たに出火したガスタンク１つが，２８日午前

鎮火した旨を発表した。これにより，９つのガスタンクのうち出火した３つのガスタンクが全

て鎮火した。

イ 政府の対応と各国からの支援等の表明

２５日，チャベス大統領は，今般の事故を受け，３日間を国家的服喪期間とする旨を発表す

ると共に，徹底した事故調査を実施すると述べた。

２６日，チャベス大統領は事故現場付近を視察した際，国内外の記者から事故の原因に関し，

メンテナンス不足あるいは数日前から同製油所からガスが漏れていたとの近隣住民の証言があ

ることについて聞かれ，憶測で事故の原因について語ってはならないと述べると共に，事故の

原因についてはあらゆる仮説を含め調査していくと述べた。
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２７日，チャベス大統領は，今般のガスタンク爆発事故の被災者に対する復興及び賠償金と

して１億ボリバル（約２，３２５万ドル）の特別基金を設立する旨明らかにした。

２８日，チャベス大統領は大統領府で閣議を行い，ラミーレス石油鉱業大臣のアムアイ製油

所爆発事故の鎮火に向けた迅速な対応を評価，民間メディアによる同事故の偏った報道を批判

すると共に，爆発の原因については現在調査中であるとして，爆発の数日前からガス漏れがあっ

たとの見解を改めて否定した。

今回の事故を受け，当国は南米諸国連合（ＵＮＡＳＵＲ），エルサルバドル，ニカラグア，

ボリビア，メキシコ，コロンビア，ロシア，フランス，スペイン等より，事故の発生とその犠

牲者に対する哀悼と連帯の意の表明を受けたが，チャベス大統領は各国からの支援及び連帯の

表明に感謝の意を表し，ロシア及びアルゼンチンからの支援を受け入れた旨明らかにする一方，

今般のような問題に対処するための備えは十分であるとし，ロシア及びアルゼンチン以外の各

国からの支援は，受け入れない考えを重ねて表明した。

ウ 事故の背景

アムアイ製油所は日量６４万５，０００バレルの精製能力を有し，当国のガソリンの６６％を

供給する他，当国の輸出用石油製品の大部分が同製油所において精製されている。また，発電

用の軽油も同製油所で精製するなど，今般の事故に起因した影響が懸念されている。

なお，当国の製油所では予算不足と熟練労働者の不足によりメンテナンス作業が実施できて

おらず，昨年は全国の製油所で述べ３１回の計画的操業停止が予定されていたものの，実際に

は１９％に過ぎない６回しか実施されなかった。

他方，今般爆発が発生したアムアイ製油所も，部品不足のため，昨年予定されていた９回の

メンテナンス作業のうち，２回しか実施されていなかった。

（２６日～２９日付 当地各紙）


